
横浜市国民健康保険運営協議会 

 

日時 平成 22 年２月 16 日（火） 午後１時 30 分から 

場所 ホテル横浜ガーデン ５Ｆ ライラック 

 

 

次  第 

 

 開 会 

 

 健康福祉局副局長あいさつ 

 

 定足数確認報告 

 

 前回議事録要旨報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ページ 

 

  

 議 事 

  １ 平成 21 年度国民健康保険事業費会計補正予算（案）について・・・・４ページ 

 

２ 平成 22 年度国民健康保険事業費会計予算（案）について・・・・・・６ページ 

   

３ 横浜市国民健康保険条例等の一部改正等について・・・・・・・・・ 12 ページ 

  

 

閉 会 

 

                              健康福祉局 



【参考：被保険者数の見込み】

退職給付費の減少に伴う減

介 護 分 ①　一般 8,488,821 △ 96,014

6,488,272

一般給付費の増加に伴う増

8,392,807

②　退職

△ 7,606,651 12,707,679

介護納付金の減少に伴う減

療養給付費等負担金

729,597733,633

△ 113,450

△ 3,765

調整交付金

56,677,142

1,689,386

 (4)  療養給付費交付金 20,314,330

調整交付金 11,892,386 675,898

その他の県費 1,689,458

議事１　平成21年度国民健康保険事業費会計補正予算（案）について

（単位：千円）

919,72763,964,494

平成21年度
補正後予算

0

823,393

説　　　　明

その他の国費

交付見込額増加による

項　　目

平成21年度
現計予算

96,917,492

補正額

6,347,408

6,564,673

0

△ 4,036

(10) その他収入

68,043,142

2,759,328

16,236,860

655,708

28,246,641

25,183,425

 (6)  県支出金

 (3)  国庫支出金

13,581,844

歳　入　合　計

歳　　入

支 援 分 ①　一般

②　退職

 (1)  保険料

①　一般

 (7)  共同事業交付金

 (8)  一般会計繰入金

医 療 分

1 (9)  繰越金

 (5)  前期高齢者交付金

10

64,854,800

 (2)  一部負担金

②　退職

1,186,331

314,249,368

103,264,900

74,607,815

2,759,328

16,123,410

651,943

10

65,678,193

64,884,221

一般給付費の増加に伴う増

0

7,916,610

4,005,492

1,186,331

322,165,978

29,188,917

1

12,568,284

△ 48,165

627,733

2,799,508

0

14,209,577

31,046,149

1,641,293

992人

一般給付費の増加に伴う増

国庫支出金からの財源更正による増

一般給付費の増加に伴う増

減免額の増加による減

4,456,448 61,133,590

△ 48,165 1,641,221

△ 3,584,890 2,903,382 市費への財源更正による減

一般

当初予算

900,300人

939,300人被保険者数

退職

増△減

2,042人

1,050人

39,000人

決算見込

901,350人

39,992人

941,342人



療養給付費

法定給付分

給付改善分

療養費

高額療養費

移送費

任意給付

償還金等

療養給付費

法定給付分

給付改善分

療養費

高額療養費

移送費

任意給付

償還金等

歳出額確定

(3) 予備費 10,000 0 10,000

⑧ 特定健診・指導 1,627,856 0 1,627,856

納付金の１人あたり単価の減

③ 後期高齢者支援金等 40,377,222 67,179 40,444,401 支援金の１人あたり単価の増

④ 前期高齢者納付金等 128,947 △ 13,984 114,963

23,749 0 23,749

2 0 2

128 0 128

1,653,006 △ 402,536 1,250,470

1,554 0 1,554

384,743 △ 226,694 158,049

退職給付費の見込減

2,247,252 △ 128,080 2,119,172

322,397 0 322,397

15,584,947 1,653,888 17,238,835

882 0 882

0

3,409,242 △ 453,198 2,956,044

⑩ 審査費 611,027 611,0270

⑥ 保健事業費 99,729 99,729

19年度精算額の増

納付金の１人あたり単価の減

拠出対象額の見込増⑦ 高額医療費拠出金 29,879,361 31,727,7931,848,432

⑥ 介護納付金 14,868,069 14,819,958△ 48,111

⑤ 老人保健拠出金 3,149,855 3,307,716157,861

17,831,947 △ 6,976,880 10,855,067

17,830,393 △ 6,976,880 10,853,513

② 退職者給付費 19,893,575 12,287,465△ 7,606,110

183,908,868 13,919,322 一般給付費の見込増

162,344,148 12,846,712

162,325,326 12,846,712

18,822

補正額

7,916,610

0

△ 407,979

0

8,324,589

説　　　　　明

322,165,978

14,192,021

175,190,860

175,172,038

18,822

歳　出　合　計

平成２1年度
補正後予算項　　目

年　　度

(1) 総務費

平成２1年度
現計予算

5,094,859

314,249,368

5,094,859

302,869,098

歳　　出 （単位：千円）

(4) 前年度繰上充用金

197,828,190

14,600,000

(2) 保険給付費

① 給付費

294,544,509



議事２　平成22年度国民健康保険事業費会計予算（案）について

保険料率及び１人当り保険料（見込）

910,000

910,000

人

退職

329,908

介護納付金対象者数

39,000 人

人

料
　
率

保
険
料

一
人
あ
た
り

退職被保険者等分

一般被保険者分

所得割料率

均等割料率

均等割料率

所得割料率

支　　援　　分

介　　護　　分

医療分

医療分

36,500円

1.19

68,009円

支援分
10,200円

0.34

介護分
均等割料率

19,006円

１人あたり 27,008 円

△25.55

1.58

-

　保険料緩和分、保険基盤安定制
度に対する繰入金

-老人

5.18

人

人

平成22年度被保険者数

若人

人

一般

全体 949,000

備        考

　　下の表を参照

一部負担金の徴収猶予に係る本
市立替分の返還金

　療養給付費負担金他

9.31

18.04

△51.82

　高額な医療費の発生による国保
財政への影響を軽減する再保険制
度にかかる交付金。

　県調整交付金他

15.43 　前期高齢者（６５歳から７４歳）の
財政調整に係る支払基金からの交
付金

14.96

△20.00

7.95

　退職被保険者等の医療費に係る
支払基金からの交付金

一般給付費の34%
後期高齢者支援金の34%
前期高齢者納付金の34%
老健医療費拠出金の34%
介護納付金の34%

9.18

8.02

5.48

4.48

6.69

3.97

△240,742

15,515,938

398,455

942,097

299,697,755

-1

25,231,812

増△減

4,580,904

2,554,823

184,587

16,526,587

708,285

285,974

113,216

1,389,727

52,577

10

1,264,462

5,097,017

20,314,330

13,581,844

28,246,641

63,854,800

△2

5,074,864

756,835

59,597,965

2,943,915

(1) 保険料

①　一般

83,561,726

57,043,142

2,759,328

7,209,853

1(9) 繰越金

8

68,929,664

(2) 一部負担金

33,343,658

25,630,267

(5) 前期高齢者交付金 73,832,919

医 療 分

②　退職

①　一般

②　退職

①　一般

介 護 分

支 援 分

9,786,885

平成21年度
項　　目

年　　度
平成22年度

88,142,630

7,495,827

870,051

歳　　入 （単位：千円）

増加率(%)

△10,527,445

75,485円

平成21年度(B)

34,520円

1.05

9,970円

0.33

63,745円

18,368円 638円

増△減(A-B)

1,980円

0.14

230円

4,264円

4,733円

0.01

0.01

15,136,860

所得割料率 0.33 0.32

(6) 県支出金

(3) 国庫支出金

14,846,306

9,868,425

②　退職 655,708

退職 26,400 世帯

一般給付費の７%
後期高齢者支援金の7%
前期高齢者納付金の７%
老健医療費拠出金の７%
介護納付金の６%

13,420円 12,600円 820円

世　　帯　　数

一般 545,600 世帯

25,631円 23,986円 1,645円

70,752円

63,964,494

(4) 療養給付費交付金

平成22年度(A)

(7) 共同事業交付金

(8) 一般会計繰入金

701,355

315,213,693歳　入　合　計

(10) その他収入

見込

見込

見込

見込

見込

見込



出産育児一時金

葬祭費

③ 後期高齢者支援金等

歳　　出 （単位：千円）

(3) 予備費

歳　出　合　計

平成21年度
項　　目

年　　度

(1) 総務費

平成22年度

4,965,101

315,213,693

5,143,246

294,544,509

183,908,868

10,000

299,697,755

10,000

128,947

備        考

△82.19

△19.25

　職員人件費、一般事務費等

人910,000

回15.7

279,150

件

増△減

15,515,938

増加率(%)

△3.46

5.33

11.63

△19,196

-

△178,145

15,694,083

受診率

17,826 円１件当たり医療費

-

5.18

(2) 保険給付費

① 給付費 被保険者数

310,238,592

205,288,632 21,379,764

4,382＠42万円

円１人当たり医療費

＠5万円 4,818 件

② 退職者等給付費 11,693,207 19,893,575 △8,200,368 △41.22 被保険者数

39,000 人

回

１件当たり医療費 19,056 円

④ 前期高齢者納付金等 68,995

受診率 20.18

39,052,266 40,377,222 △1,324,956

△59,952 △46.49

１人当たり医療費

⑤ 老人保健拠出金 560,935 3,149,855 △2,588,920

384,537 円

　老人保健法に基づく拠出金

⑥ 介護納付金 15,807,981 14,868,069 939,912 6.32

△3.28 　高齢者医療確保法に基づく拠出
金

16.76⑦ 共同事業拠出金 34,886,846 29,879,361 5,007,485

　医療費通知、健康教育の各区
活動等

⑩ 審査費 606,740 611,027 △4,287 △0.70 　レセプト審査支払手数料等

⑨ 保健事業費 80,533 99,729

192,649 人

⑧ 特定健診・保健指導 2,192,457 1,627,856 564,601 34.68

　高齢者医療確保法に基づく拠出
金（65歳から74歳の保険者間の
負担調整）

　※20年度精算分のみ

第２号被保険者数

対象者数（健診受診者数）

　高額な医療費の発生による国保
財政への影響を軽減する再保険
制度にかかる拠出金

329,908 人



平成２２年度国保事業会計予算〔歳入〕

一般会計繰入金
8.1%

その他
0.2%

療養給付費交付金
3.1%

県支出金
4.7%

国庫支出金
21.9%

退職者分保険料
1.4%

一般分保険料
26.5%

前期高齢者交付金
23.4%

共同事業交付金
10.6%

歳入　315,213,693千円

83,620,379千円

4,522,251千円

68,929,664千円

73,832,919千円

33,343,658千円

25,630,267千円

一部負担金       8千円
繰越金　　1,11111千円
諸収入　  701,355千円

14,846,306千円

9,786,885千円
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平成２２年度国保事業会計予算〔歳出〕

特定健診・保健指
導事業費

0.7%
その他
0.2%

後期高齢者支援金
等

13.5%

共同事業拠出金
10.0%

給付費
65.1%退職者等給付費

3.7%

老人保健拠出金
0.2%

介護納付金
5.0%

総務費
1.6%

205,288,632千円
11,693,207千円

39,052,266千円

15,807,981千円

4,965,101千円34,886,846千円

前期高齢者納付金等
　　　　　　　　     68,995千円
保健事業費   　 80,533千円
審査費　　　 　 606,740千円
予備費 　　　 　  10,000千円

歳出　315,213,693千円

560,935千円

2,192,457千円
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被保険者数の推移

698,398

1,179,142

941,342

1,180,815

949,000933,599

896,126 901,350

708,378

910,000

0

249,083 244,074

0 0

236,670

37,473 39,00039,992

223,354

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

18年度 19年度 20年度 21年度(見込） 22年度(予算)

（人） 被保険者
（全体）

一般 老人 退職者

平成20年４月より65歳～74歳
の退職被保険者が一般被保険
者に移行したことによる減

平成20年４月より長寿医療制度
（後期高齢者医療制度）へ移行した

平成20年４月より65歳～74歳
の退職被保険者が一般被保険
者に移行したことによる増



国・県・交付金

　１人当医療費と保険料の推移

283,481
272,912

262,219
251,577

235,910
279,150270,932

256,313

206,636
196,772

384,537

317,536

359,016

384,194

360,038

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

18年度 19年度 20年度 21年度(見込) 22年度(予算)

全体 一般 退職

1人当医療費(一般)

1人当医療費(全体)

1人当医療費(退職)

退職被保険者の上限年齢引き下げ（74歳→64歳）
により、一般被保険者へ移行したことによる増
※平成20年４月以降

退職被保険者の上限年齢引き下げ（74
歳→64歳）により、一般被保険者へ移行
したことによる減　※平成20年４月以降

（円）
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